
～ 決算規模・決算分析等・財政指標 ～

平 成 １８ 年 度

平 成 １ ９ 年 ８ 月

京 丹 後 市

京丹後市一般会計 決算の概要



　　会計別決算額

305億8,428万円（⑰　316億2,949万円）

300億4,310万円（⑰　308億8,632万円）

〔 ⑱最終予算額　312億6,642万円（前年度繰越予算額含む） 〕

歳入決算総額　305億8,428万円　 　歳出決算総額　300億4,310万円

歳入歳出を差し引きした形式収支　⇒　5億4,118万円の黒字

■実質収支額　4億1,176万円

　（形式収支に含まれる平成19年度への繰越財源　1億2,942万円を除く純繰越額）

※16事業　7億7,779万円の繰越

※一般会計ベース （単位：万円、％）

△ 28.8

△ 26.7

差　引

△ 104,521

△ 84,322

△ 20,199 △ 27.2

△ 3.3

△ 2.7

区　　　分

歳入総額　①

54,118

288

歳出総額　②

3,058,428 3,162,949

3,004,310 3,088,632

74,317

99.1

歳入歳出差引額　①-②＝③

25,045 △ 24,757

翌年度へ繰り越すべき財源　④

実質収支　③-④＝⑤ 41,176

△ 5,229

△ 14,970

12,942 18,171

56,146

積立金（財政調整基金)  ⑦

　平成１８年度　決算の概要

　平成１８年度決算の規模

一 般 会 計

平成18年度 平成17年度

前年度比　△3.3％

前年度比　△2.7％

増減率

歳入決算額

歳出決算額

△ 98.9

単年度収支　⑥ △ 14,970 △ 7,520 △ 7,450

△ 98.6

積立金取り崩し額（財政調整基金) ⑨ 0 0 0 0.0

繰上償還金（任意分) 　⑧ 70 5,018 △ 4,948

△ 164.8実質単年度収支　⑥+⑦+⑧-⑨ △ 14,612 22,543 △ 37,155

1



◆新規事業にも積極的に取り組みつつ、決算規模を減少

　行財政改革推進計画において、平成21年度の決算規模を270億円程度とすることを目標としているため、年度途中

の補正予算については緊急性や優先度等を考慮し、必要最小限の事業を実施するなど決算規模の縮小に努めた。

　歳入については対前年度比3.3％の減、額にして10億4,521万円、歳出については2.7％の減、8億4,322万円の減と

なった。

　なお、決算規模のスリム化を図るだけではなく、活力と魅力あふれるまちづくりを推進するため、産業振興、環境保全、

安心・安全のまちづくりなど幅広い分野で新規事業にも積極的に取り組んだ。

（参考）一般会計歳出決算額の推移
（単位：万円、％）

◆7月豪雨による災害対策を実施

　平成18年7月15日夕刻から降り続いた活発な梅雨前線の影響により、市内各地で土砂災害・河川氾濫等の大きな

災害をもたらした。とりわけ丹後町間人地域では7月19日早朝に大規模な土砂崩落が発生し、2人のかたの尊い命が

失われるとともに、多くのかたが避難を余儀なくされる事態となった。

　市民の安全確保を最優先課題として、長期にわたる避難対策や支援を行うとともに、道路や農地等の災害復旧事

業に全力で取り組んだ。

◆地方債残高が約14億6千万円減少、基金残高が約6億円増加

　景気の低迷が続き、市税が伸び悩むとともに、合併と機を同じにする国の三位一体の改革の影響で地方交付税等の

経常一般財源が減少しているなか、7月豪雨災害の復旧経費や市立病院に対する繰出金の増額など財政的に非常に

厳しい状況であったが、地方債残高において地方債の借入抑制に努めた結果、約14億6千万円減少することができた。

また、基金については奨学基金のほか、減債基金、地域福祉基金、地域づくり基金を取り崩したものの、関西電力から

の寄附金を原資とした蒲井・旭地域振興基金を創設したため約6億円増加した。

　　主な歳入のポイント（一般会計）

(1) 52億7,655万円（⑰　52億8,807万円）　△1,152万円 前年度比　△0.2％

・個人均等割の増　　7,938万円（⑰　6,840万円）　1,098万円、16.1％

・個人所得割の増　　14億7,154万円（⑰　13億6,239万円）　1億915万円、8.0％

配偶者の均等割が全額課税されたことによる増、65歳以上で年間所得125万円未満の老年齢

者が全額課税となったため増（⑰1/2課税、⑱全額課税）

・固定資産税の減　　24億6,193万円（⑰　25億8,921万円）　△1億2,728万円、△4.9％

評価替えに伴う課税評価額の減

△ 8.6△ 17.6

対前年度増減額

市 税

△ 84,322

△ 2.7対前年度増減率

- △ 722,159 △ 291,696

- 

　平成１８年度決算の特徴（一般会計ベース）

平成18年度平成17年度平成16年度年 度 平成15年度

決 算 額 3,380,328 3,004,3103,088,6324,102,487
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・法人税割の増　　2億9,349万円（⑰　2億9,104万円）　245万円、0.8％

企業収益の回復を反映し増収、修正申告等による増

(2) 8億2,154万円（⑰　6億2,018万円）　2億136万円 前年度比　32.5％

・所得譲与税　　4億3,731万円（⑰　2億3,061万円）　2億670万円、89.6％

三位一体の改革における所得税から個人住民税への本格的な税源移譲までの間の

措置（平成16年度～平成18年度）

(3) 127億5,803万円（⑰　129億6,509万円）　△2億706万円 前年度比　△1.6％

・普通交付税　　114億1,082万円（⑰　115億1,995万円）　△1億913万円、△0.9％

全国的に激減している中、合併に伴う算定替の特例等により0.9％の減にとどまった。

・特別交付税　　13億4,721万円（⑰　14億4,514万円）　△9,793万円、△6.8％

(4) 1億2,987万円（⑰　5,712万円）　7,275万円 前年度比　127.4％

・財産売払収入　　9,965万円（⑰　2,721万円）　7,244万円、266.2％

谷工業団地土地売払収入　　8,202万円

(5) 18億7,754万円（⑰　29億8,730万円）　△11億976万円 前年度比　△37.1％

・合併市町村補助金　1億1,000万円（⑰　3億2,000万円）　△2億1,000万円、△65.6％

　※平成16年度～平成18年度の3ヵ年限り

・災害復旧費国庫負担金　2億903万円（⑰　9億6,784万円）　△7億5,881万円、△78.4％

(6) 4億7,649万円（⑰　1,391万円）　4億6,258万円 前年度比　3,325.5％

・蒲井・旭地域振興寄附金　　4億7,000万円（⑰　0万円）　皆増

関西電力㈱から蒲井・旭地域の振興に資するための寄附金を受け入れた。

(7) 35億7,880万円（⑰　32億5,790万円）　3億2,090万円 前年度比　9.8％

・臨時財政対策債 10億2,340万円（⑰　11億4,790万円）　△10.8％

・減税補てん債 4,560万円（⑰　6,180万円）　△26.2％

・㈶京都府市町村振興協会借換債 3億1,240万円（⑰　0万円）　皆増

⇒　地方債依存度　10.8％（⑰　10.3％） 

※歳入総額に占める市債発行額の割合 〔地方債依存度（％）＝地方債発行額÷歳入総額×100〕

⇒　年度末市債残高　440億7,081万円（⑰　455億3,032万円）　△3.2％

　　主な歳出のポイント（一般会計） ※性質区分は、「地方財政状況調査」の区分による。

(1) 64億708万円（⑰　69億4,443万円）　△5億3,734万円 前年度比　△7.7％

45億7,718万円（⑰　49億7,607万円）　△8.0％

・職員数の削減（普通会計）　815人（⑰　849人）　△34人、△4.0％　　

・給料を3.7％削減

・管理職手当の支給率を一律20％削減

4,128万円（⑰　4,785万円）　△13.7％

・給料及び期末手当をそれぞれ10％削減

○職員給与　　　

○市長等

市 債

人 件 費

地 方 譲 与 税

寄 附 金

財 産 収 入

国 庫 支 出 金

地 方 交 付 税
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1億7,312万円（⑰　1億8,149万円）　△4.6％

・報酬及び期末手当をそれぞれ5％削減

2億3,524万円（⑰　2億5,889万円）　△9.1％

⇒　ラスパイレス指数　89.0（⑰　91.7）　全国平均　97.4、類似団体平均　95.3

　　※ラスパイレス指数は、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す

(2) 41億8,273万円（⑰　49億7,850万円）　△7億9,577万円 前年度比　　△16.0％ 

○普通建設事業費 35億3,419万円（⑰　28億9,795万円）　6億3,624万円 前年度比　　22.0％

○災害復旧事業費 6億4,854万円（⑰　20億8,056万円）　△14億3,202万円 前年度比　　△68.8％

(3) 74億4,574万円（⑰　75億174万円）　△5,600万円 前年度比　△0.7％

（下記の扶助費を除く） ※指定管理者制度への移行、地方自治法の改正に伴い「長期継続契約とする契約を定める

　 条例」を制定し複数年契約の締結など行財政改革推進計画の実践により削減

　（主なもの）

○物件費 38億5,003万円（⑰　42億6,144万円）　△4億1,141万円 前年度比　　△9.7％

・指定管理者制度移行による施設管理運営委託料の減　△2億507万円

・除雪作業経費を物件費から維持補修費に区分替したことによる減　△4,055万円 

・地域包括支援ｾﾝﾀｰｼｽﾃﾑ導入経費の減　△2,436万円

○補助費等 25億5,663万円（⑰　23億3,182万円）　2億2,481万円 前年度比　9.6％

・病院事業会計　7億500万円（⑰　4億5,200万円）　2億5,300万円の増(うちｱｽﾍﾞｽﾄ関

　係経費　500万円）

○積立金 8億3,882万円（⑰　8億675万円）　3,207万円 前年度比　4.0％

・関西電力㈱からの寄附金を原資として積み立て、新たに蒲井・旭地域振興基金（4億

　7,000万円）を創設した。

・財政調整基金積立金　288万円（⑰　2億5,045万円）　△2億4,757万円、△98.9％

・減債基金積立金　37万円（⑰　2億6万円）　△1億9,969万円、△99.8％

○投資及び出資金 1億2,740万円（⑰　0万円）　皆増

・上水道事業一般会計出資金　9,790万円、㈱くみはま縣株式取得経費　950万円、

　 　京丹後市総合ｻｰﾋﾞｽ株式会社設立出資金　2,000万円

(4) 29億2,679万円（⑰　31億6,464万円）　△2億3,785万円 前年度比　△7.5％

・台風23号地域再建被災者住宅等支援補助金の減（△2億4,940万円）

(5) 2億1,604万円（⑰　1億9,129万円）　2,475万円 前年度比　12.9％

・老朽化建物の改修、地域から要望の多い道路等の維持修繕経費が増加した。また、

　除雪作業経費を物件費から維持補修費に区分替したことによる増（4,055万円） 

(6) 30億3,154万円（⑰　27億6,006万円）　2億7,148万円 前年度比　9.8％

・国保直診会計を除き、全ての特別会計への繰出金が増加

・簡易水道事業会計　2億1,815万円（⑰　1億843万円）　1億972万円の増(うちｼﾞｵｷｻﾝ

　関係5,400万円）

・公共下水道事業会計　9億2,134万円（⑰　8億5,000万円）　7,134万円の増

○議員

維 持 補 修 費

繰 出 金

○その他委員

※7月豪雨による災害があったものの、台風23号の災害復旧事業が終了したため災害復旧事業費が大幅に減額
した。また、普通建設事業費については、地方道路整備臨時交付金事業、防災行政無線設備整備事業、商工活
性ｾﾝﾀｰ整備事業、河辺西部農村振興総合整備事業などの大型事業の実施により増となった。

投 資 的 経 費

一 般 行 政 経 費

扶 助 費
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(7) 58億3,319万円（⑰　53億4,566万円）　4億8,753万円 前年度比　9.1％

・㈶京都府市町村振興協会の借換制度を活用して借換債を発行（平成5.6.7年度借入分）　

　 借換債発行額 312,400千円（繰上償還額 313,099千円） ※実質繰上償還額 699千円

議会費 ⑱決算額　2億3,881万円　（⑰　2億5,274万円）　伸率　△5.5

議会改革特別委員会設置等経費

総務費 ⑱決算額　33億6,176万円　（⑰　34億3,653万円）　伸率　△2.2

ＡＥＤ（自動体外式除細動器）設置事業（６庁舎及び福祉事務所）

新・丹後王国発信事業（ラ・フェスタ京丹後ＩＮ新風館の開催等）

まちづくり基本条例制定事業

京丹後市総合サービス株式会社設立事業

中国安徽省亳州市友好交流事業

ブロードバンドネットワーク整備事業

京都ファイアーバーズ支援・連携たんご応援団実行委員会補助金

矢田地区公民館建設事業補助金

蒲井・旭地域振興事業（「（仮称）風蘭の館別館」の整備に係る調査設計等）

関西電力㈱からの寄附金を元に蒲井・旭地域振興基金を創設

網野駅駐輪場整備事業

低額運賃バス実証運行事業補助金

民生費 ⑱決算額　70億776万円　（⑰　75億1,388万円）　伸率　△6.7

障害福祉サービス事業（障害者自立支援法関係）

地域生活支援事業（相談支援、移動支援、日常生活用具給付等）

小規模多機能型居宅介護施設整備事業補助金

福祉有償運送運営助成事業

児童医療費助成事業

放課後児童健全育成事業

７月豪雨災害被災者支援等経費

間人墓地公園崩落災害弔慰金

衛生費 ⑱決算額　32億69万円　（⑰　28億1,317万円）　伸率　13.8

医療改革改善推進委員会設置経費

病院事業会計繰出金（アスベスト関係経費を含む）

一般廃棄物処理基本計画策定事業

市指定ごみ袋（ミニ）及び不燃ごみ袋作成経費

峰山クリーンセンター改修事業

簡易水道事業特別会計繰出金（ジオキサン関係経費を含む）

上水道事業一般会計出資金

労働費 ⑱決算額　3,232万円　（⑰　3,433万円）　伸率　△5.9

社会人キャリアアップ推進事業

求人サービス事業

公 債 費

　平成１８年度に実施した主な事務事業（目的別）

44万円

956万円

1,096万円

399万円

424万円

329万円

4億7,000万円

7億500万円

1億9,215万円

137万円

70万円

623万円

2,283万円

3,649万円

3,503万円

3,318万円

5,941万円

4,500万円

500万円

旧久美浜町清掃センターごみ焼却施設の解体撤去工事に伴う事前調査等経費

1,443万円

2,120万円

9,790万円

344万円

278万円

693万円

6億7,432万円

2億1,815万円

119万円

200万円

9万円

31万円
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農林水産業費 ⑱決算額　18億5,294万円　（⑰　18億7,559万円）　伸率　△1.2

茶生産特別支援事業

ブランド農産物育成支援事業

地域循環型農業支援事業

環境保全型農業普及・実証プロジェクト事業

農業総合地図情報システム整備事業

農業法人誘致対策事業

新農産物流通体系構築プロジェクト事業

獣害等防止特別対策実験実証事業

農業・農村振興計画策定事業

延利共同作業場整備事業

農地・水・環境保全対策支援事業

河辺西部農村振興総合整備事業

大型クラゲ対策事業費補助金

地域水産物供給基盤整備事業（浜詰漁港）

商工費 ⑱決算額　12億303万円　（⑰　12億2,885万円）　伸率　△2.1

丹後地域地場産業振興センター空調大規模改修補助金

機械金属産業総合振興事業費補助金

丹後ファッションウィーク開催委員会補助金

地域総合整備資金貸付事業

京都工芸繊維大学地域連携センター（京丹後キャンパス）整備事業

商工活性センター整備事業

観光の魅力づくり推進事業補助金 


浅茂川温泉駐車場整備事業

網野駅観光駐車場整備事業

土木費 ⑱決算額　29億3,672万円　（⑰　27億7,483万円）　伸率　5.8

道路新設改良事業

除雪機械購入事業

急傾斜地崩壊対策事業

網野地域内水処理対策事業

都市計画マスタープラン策定事業

八丁浜シーサイドパーク整備事業

街なみ環境整備事業

市営住宅松岡団地建替整備事業

個人木造住宅耐震診断経費

消防費 ⑱決算額　14億5,927万円　（⑰　12億6,446万円）　伸率　15.4

京都府衛星通信系防災情報システム整備事業

災害対応特殊化学消防自動車整備事業

消防施設等整備事業

防火水槽整備事業

防災行政無線設備整備事業

洪水ハザードマップ作成事業

７月豪雨災害対応経費

2億3,289万円

1,299万円

6,325万円

1億9,161万円

867万円

153万円

2,008万円

1,465万円

299万円

120万円

990万円

1,565万円

1,004万円

507万円

4,470万円

1億1,728万円

7,000万円

2,300万円

500万円

500万円

2,658万円

327万円

450万円

1億598万円

6,449万円

56万円

5,727万円

1億1,024万円

798万円

6,681万円

1,161万円

1億8,206万円

8,156万円

4,159万円

4,900万円

4,213万円

1,359万円

3,056万円

5,795万円
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教育費 ⑱決算額　22億8,830万円　（⑰　23億1,229万円）　伸率　△1.0

建物耐震化優先度調査事業（小・中学校及び幼稚園）

佐濃小学校耐震診断調査事業

網野中学校管理棟改築関連事業（耐力度調査、改築工事設計等）

久美浜中学校スクールバス更新事業

青少年海外派遣事業（中国安徽省亳州市等）

市史編さん事業

史跡整備基本構想策定事業

網野銚子山古墳測量調査事業

赤坂今井墳丘墓保全事業

プロ野球名球会ドリームベースボール開催事業

災害復旧費 ⑱決算額　6億2,831万円　（⑰　20億3,399万円）　伸率　△69.1

　平成18年7月豪雨に伴う災害復旧事業のほか、16年度（過年発生分）及び17年度からの繰越分も含め、6億

2,831万円の災害復旧事業を実施した。さらに3億1,766万円を19年度へ繰越している。

公債費 ⑱決算額　58億3,319万円　（⑰　53億4,566万円）　伸率　9.12

既往債の元利金償還のほか、後年度の金利負担の軽減のため繰上償還を実施した。

年度内資金運用を健全に行った結果、前年度に引き続き、一時借入金の借入実績なし。

　　地方債残高の推移（一般会計）

※全会計の市債残高　790億1,778万円（⑰　792億7,104万円）　△0.3％

　　基金残高の推移（一般会計) 

・減債基金　1億円

・地域福祉基金　4,000万円（老人福祉施設建設資金借入元金償還補助金等に充当）

・地域づくり基金　5,000万円（地域振興交付金に充当）

・奨学基金　877万円（奨学資金給付事業に充当）

・観光ｲﾝﾌﾗ整備等促進実行調整費基金　3,524万円（網野駅観光駐車場整備事業、観光の魅力づくり推進事

　業等に充当）

　　18年度末残高　440億7,081万円　　　　　　　　　△14億5,951万円、△3.3％

　　⇒住民1人当たりの市債額（全会計）　124.4万円（⑰123.3万円）

　　⇒住民1人当たりの市債額（一般会計）　69.4万円（⑰ 70.8万円）

　地方債及び基金の状況

　　16年度末残高　467億6,584万円

　　17年度末残高　455億3,032万円

　　17年度末残高　38億5,375万円

　　16年度末残高　30億5,707万円

　　⇒住民1人当たりの基金額（一般会計）　7.0万円（⑰ 6.0万円）

　　18年度末残高　44億5,856万円　　　　　　　　　　　6億481万円、15.7％

　（主な取崩し）

441万円

1,662万円

99万円

627万円

284万円

420万円

2,501万円

1,309万円

308万円

362万円
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・蒲井・旭地域振興基金積立金　4億7,000万円（寄附金　4億7,000万円） ※平成18年度創設

・地域振興基金積立金　3億50万円（合併特例債　2億8,500万円） ※平成18年度末現在高　9億58万円

・観光ｲﾝﾌﾗ整備等促進実行調整費基金　5,183万円（一般財源）

・地域づくり基金積立金　220万円（寄附金　200万円）

・地域福祉基金積立金　238万円（寄附金　215万円）

・子どもを守る基金積立金　103万円（寄附金　103万円）

※全会計の基金残高　61億7,422万円（⑰　50億8,025万円）　21.5％

　　新たな基金の創設

○ 蒲井・旭地域振興基金 （　基金額　　4億7,000万円　）

・蒲井・旭地域の産業振興や地域活性化に資する事業及び湊漁業協同組合が実施する事業に活用していく。

※平成18年度補正予算（第7号）で、関西電力㈱からの寄附金を全額積み立てた。

◆ ⑱ （ ⑰ ）

〔用語解説〕

〔分析〕

◆ ⑱ （ ⑰ ） ※3ヵ年平均

〔用語解説〕

〔分析〕

　国の三位一体の改革による地方への税源移譲で地方譲与税（所得譲与税）などが増えたため、前年度と比べて
1億7,144万円増加した。しかし、市税などの税収は依然として伸び悩んでいるため財政状況が厳しいことに変わり
ない。

　地方税の収入能力、普通交付税に依存する度合いがどの程度かを示すもので、基準財政収入額を基準財政需
要額で除して算出するもの。地方交付税を算定する基準となり、財政力指数が1.000に近くあるいは1.000を超える
ほど財源に余裕がある団体といえ、1.000を超えると普通交付税の不交付団体となる。

　財政力指数は、0.358から0.376と若干よくなっているが、依然として収入より支出の規模のほうが多い財政状況で
あり、市税の徴収強化策や人件費をはじめとした支出の見直しなど行財政改革を一層推進する必要がある。

0.376

18,486,462千円18,657,898千円標準財政規模

財政力指数

　その地方公共団体の標準的な状態で通常収入される見込みの経常的な一般財源を示すもので、地方公共団体
が自由に使える財源の大きさをいう。その団体の標準的な税収入額（標準税収入額と地方譲与税等）と普通交付
税額を合算したもの。

0.358

　主な財政指標（普通会計ベース）

　　⇒住民1人当たりの基金額（全会計）　9.7万円（⑰7.9万円）

　（主な積立金）
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◆ ⑱ （ ⑰ ）

〔用語解説〕

〔分析〕

◆ ⑱ （ ⑰ ）

〔用語解説〕

〔分析〕

◆ ⑱ （ ⑰ ） ※3ヵ年平均

〔用語解説〕

〔分析〕

実質公債費比率 17.9 17.2

　経常収支比率は、本格的な行財政改革の実践に伴う人件費の削減（退職者不補充）、物件費の削減（指定管理
者制度への移行）などにより94.9％から94.5％と0.4ポイント好転した。しかし、市税などの税収が依然として伸び悩
んでいるため経常経費の更なる抑制・経常一般財源の確保に努める必要がある。

　その地方公共団体の財政構造の弾力性を測定する比率として使用されるもので、人件費、扶助費、公債費など
歳出の経常経費の一般財源に市税、地方交付税、地方譲与税などの経常的な収入の一般財源がどの程度充て
られるかを示すもの。経常収支比率は、70～80％の範囲内にあるのが良好とされ、80％を超えるとその団体は財
政構造が硬直化傾向にあるとされるため、経常的経費の抑制に努める必要がある。

94.5 94.9

　平成18年度から地方債許可制度が協議制度に移行したことから導入された財政指標で、地方公営企業への繰
出しや債務負担行為などの準公債費も含めた実質的な公債費に費やした一般財源の額が標準財政規模に占め
る割合である。実質公債費比率が18％以上になると地方債の発行に際し知事の許可が必要となり、25％以上にな
ると一般単独事業などに係る地方債の発行が制限される。

　実質公債費比率は、17.2から17.9と0.7ポイント上昇した。合併前に発行した多額の地方債と臨時財政対策債の
元金償還が開始するとともに普通交付税の縮小や市税の伸び悩み、さらに平成18年度から公有林整備事業債の
償還金も算定に含める等の算定方法の見直しもあったため、実質公債費比率は上昇傾向にある。地方債許可団
体への移行基準である18.0には至らなかったものの、自治体の財政信用力を示し、地方債発行の新基準となる重
要な指標であるため、その動向に留意する必要がある。

経常収支比率

　実質収支比率は、2.3％から2.2％となり、黒字にはなったものの黒字額が若干減少した。一般的に望ましいとさ
れる3％程度を目標にしつつ、今後の財政運営のあり方について検討していく必要がある。
　
　※実質収支額（普通会計ベース）　⑱411,757千円（⑰　427,965千円）

　実質収支比率（実質赤字比率）とは、標準財政規模に対する実質収支の割合である。実質収支は、その年度に
属すべき収入と支出の実質的な差額（形式収支から繰越すべき財源を差し引いたもの）であり、市町村の「黒字」
または「赤字」を表す。一般的には、3％程度が望ましいとされている。
　平成19年6月に成立した「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」においても、健全化判断比率のひとつと
して使用され、実質公債費比率と並んで今後重要となる指標である。

実質収支比率 2.2 2.3

9




